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2012年以降の学生生活費支出・収入とキャンパス文化の推移
─全国大学生活協同組合連合会『学生の消費生活に関する実態調査』データを中心に─
岩田 弘三
1. はじめに
日本の（4年制）大学生の学生生活費支出・収入のあり方、およびキャンパス文化は時系
列的にみた場合、どのように変化してきたのだろうか。これらの学生生活に関する調査とし
て、全国規模で、しかも長期間にわたって継続的に行われてきた主要なものとしては、全国
大学生活協同組合連合会『学生の消費生活に関する実態調査（キャンパスライフデータ）』
と、日本学生支援機構（JASSO）『学生生活調査』がある（以下、それぞれ『生協調査』、
『JASSO調査』と呼ぶことにする）。そこで本論では、とくに『生協調査』を中心にしなが
ら、『JASSO調査』をも適宜利用して、学生生活の変化についてみていくことを目的とす
る。
以上の点についていえば、『生協調査』を利用したものとして、2011年までの動向に関し
てはすでに報告している1）。しかし、とくに 13年以降、日本の経済状況はそれ以前に比べ
大きく変化した。その影響を受け、学生生活はどのように変化したのだろうか。この点を主
要関心におき、本論では 12年以降の動向を中心にみていくことにする。
ここで、いわゆるバブル経済崩壊後の 1992年以降の経済状況を概観しておこう。バブル
経済崩壊前の高成長時代とは異なり、日本経済は 92年以降、低成長時代に突入し、今もそ
こから脱出の兆しはみえない。しかし、そのような低成長を基調とするなかでの話として
も、日本の経済状況はいくつかの点で明らかに変化してきた。
（1）1992～2002年までは、「失われた 10年」とも呼ばれる大不況期に突入し、景気は悪
化の一途をたどる。しかし、その後、日本経済は戦後最長の好況期を迎える。ところが、そ
の好景気は、08年にリーマンショックを契機とする世界同時不況が押し寄せることによっ
て、ふたたび不況の時代が訪れる。この不況が底に達するのが 09・10年頃であり、その後、
とくに 12年以降には、いわゆる「アベノミクス効果」の影響などもあり、景気は微々たる
歩みとはいえ、少しずつ持ち直しをみせていく。
（2）家計状況についていえば、国税庁『民間給与実態統計調査結果』をもとにすると、
図 1に示したように、民間企業サラリーマンの 1年勤続者（1年を通じて勤務した給与所得
者）の賞与・手当を含む給与年収は、リーマンショックの影響を受けた 2009年の落ち込み
が例外的に大きかったとみなせば、1997年以降 2012年までは、基本的には低下傾向にあっ
た。ただし、この年を底に、その後は最新のデータがえられる 17年まで増加に転じる。
（3）つぎに就職状況についてみておくと2）、①文部科学省『学校基本調査』の「卒業後の
進路状況」をもとにすれば、四年制大学卒業生に占める、「一時的な仕事に就いた者」を除き、
非正規職を含む就職者の比率は、1991年（卒業年）から 2003年まで減少をつづけた。そ
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の後、04年から 08年まで増加に転じたものの、08年に起こったリーマンショック、およ
び 11年に発生した東日本大震災の影響などをもろに受け、09～12年にかけて、トレンド
としてはふたたび減少した。そして、13年以降には回復傾向がみられ、現在にいたっている。
②さらに、厚生労働省・文部科学省『大学等卒業予定者の就職内定状況調査（大学・短期
大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調査）』をもとに、四年制大
学卒業生の 4月 1日時点での、就職希望者を母数にした場合の就職率についても確認して
おこう。この調査の結果が公表されているのは、1996年からである。そこで、それ以降の
動向についてみれば、96年から 97年にかけては、幾分の上昇がみられるものの、その後
2000年までは低下傾向にあった。それが、01年から 08年までは上昇に転じたものの、09
～11年には、ふたたび低下した。そして 12～18年には、上向き傾向に戻っている。
以上①・②の就職状況を、（1）に示した景気動向と対比してみる場合には、以下の点に
注意を要する。たとえば 2015年 4月卒業生は、14年度の在学生に該当する。だから、15
年卒業生の就職活動・採用時期は、14年度中だったことになる。つまり、この年の卒業生
の就職状況に重大な影響を及ぼしたのは、1年前の 14年の景気動向になる。そこで、卒業
年を 1年前の在学年度に読み替えてみれば、就職状況の推移は、（1）に示した景気動向と
ほぼ一致している。
以上でみてきたように、就職状況については、2000年代初めから 08年までのあいだに
は、改善傾向が進行した。ただし、それ以外の景気・家計状況などの経済状況については、
前回の論文で対象にした、1990年代～2011年までの期間は、低迷期と呼ぶことのできる時
期だったとみなせる。しかしその後、13年以降には、景気、家計状況、就職状況のすべて
が上向きに転じる。この好況期には前の不況期に比べて、学生生活には何らかの変化がみら
れるのだろうか。この点を重要な関心に据えながら、12年以降の学生生活の動向を明らか
にしていくことが、本論の目的である。
図 1 民間企業 1 年勤続者（1年を通じて勤務した給与所得者）の平均給与（年収）
出典）国税庁『民間給与実態統計調査結果』より作成。
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2. 学生生活費の支出動向
最初に図 2で、『生協調査』をもとにした場合、とくに 2012年以降、学生生活費支出に
は、どのような動向がみられるのか、といった点から確認していこう。
「勉学費」は、1967年以降、自宅生については 76年まで、下宿・アパート生については
77年の落ち込みを例外とみなせば 79年まで、微増傾向にあった。しかし、その後、自宅生
では、77年以降、95年もしくは 96年頃まで減少をつづけ、97年には原因はよく分からな
いものの急増した後、ふたたび 2016年まで微減をつづけている。一方、下宿・アパート生
では、1980年以降 2016年まで、横ばいの時期をはさんで微減をつづけている。
図注）各年の数値は、2015年の消費者物価指数をもとにした円価格に換算してある。
図 2 学生生活費の費目別支出額（月額）= 生協調査
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「勉学費」の動向について、自宅生、下宿・アパート生を総合してまとめておけば、1967
年以降、70年代後半までは微増し、その後 2016年までは、微減を基調とした動向をみせ
ているといえる。しかし、自宅生、下宿・アパート生とも、16年に底をうち、その後 18年
まで上昇に転じている。
「書籍費」は、1967年以降、73年までは増加傾向にあったものの、73年をピークとして、
その後、2016・17年頃まで減少をつづけている。ただし、18年には増加がみられる。
「娯楽教養費」は、遅くとも 1967年以降、92年もしくは 93年頃までは急速に増加した。
しかし、下宿・アパート生については、92年をピークとして、2006年の数値が異常に高
かったとみなせば、その後 17年までは減少に転じている。一方、自宅生については、2000
～06年には一時的な増加がみられるものの、その後、とくにリーマンショックの影響を受
け、08年以降にはふたたび減少に転じている。つまり、自宅生の 2000～06年における一
時的な増加を除けば、11・12年頃までは、減少傾向にあったとみなすことができる。ただ
し、11・12年頃を底とし、それ以降は 18年まで、トレンドとしては急増傾向がみられる。
ところで、『JASSO調査』では、「書籍代」は「修学費」のなかに含めた形で、支出額を
答える様式の質問になっている。よって、『JASSO調査』の「修学費」に対応する費目は、
「書籍費」+「勉学費」（以下、「書籍費・勉学費の計」と呼ぶ）に該当するものとみなせる。
そこで、『JASSO調査』と比較するため、「書籍費・勉学費の計」の推移についてみておけ
ば、1963年から 66年までは低下傾向にあったものが、66年に底を打ち、その後 73年ま
で上昇した後、73年をピークとして減少に転じ、以後 2016年まで低下がつづいている。
しかし、16年を底として、その後 18年までは増加がみられる。
それでは、以上でみられた動向は、『JASSO調査』でも確認できるのであろうか。図 3で、
確かめておこう。
「修学費」は、1951年度以降、53年度頃までは上昇した。そして、それ以降、70年度ま
で横ばい状態をつづける。しかし、その後、92～94年度頃まで減少をつづけていく。それ
が、92～94年度頃あたりに底を打ち、その後は小さな増減はみられるものの、基本的には
横ばい状態にあるとみなせる。
「課外活動費」は、1976年度までは横ばい状態にあったものが、78～82年度の期間には
一時的に増加に転じる。そして、その後 82～92年度の期間にはふたたび横ばい状態に落ち
着く。しかし、バブル経済崩壊後の 92年度以降、2016年度までは、小さな増減はみられ
るものの、基本的には減少をつづけているとみなせる。
「娯楽し好費」は、1951年度以降、92年度までトレンドとしては、急増をみせてきた。
それが、92年度をピークとして 2006年度までは、1998年度の落ち込みが異常に大きいと
みなせば、基本的には激減している。そして、自宅生については 2008～12年度は微増傾向
にあるとの見方も可能ではあるものの、06年度を底として 16年度までは、ここでも 14年
度の落ち込みが異常に大きいとみなせば、基本的には横ばい状態にあるといえる。ただし、
14年度から 16年度にかけて、上昇している可能性もある。この点については、18年度以
降の数値をみて判断する必要がある。
29
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図注）①日本学生支援機構『学生生活調査報告』各年版より作成。
②各年度の数値は、2015年度の消費者物価指数をもとに現在の円価格に換算してある。
③ 1955年以前については、長期休暇期間を除き、月額×9で推計。
図 3 学生生活費の費目別支出額（年額）= JASSO 調査
（1）学生全体
（3）下宿・アパート生
（2）自宅生
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ここまでみてきた、『生協調査』と『JASSO調査』の動向を、総合してまとめておけば、
以下のようになる。
終戦直後の学生たちは、最低限度の生活費を確保するだけでも、必死の状況におかれた。
それが、日本経済の復興とともに、生活に余裕ができると、それまで満たされなかった教養
への飢えを補うべく、1970年代前半の時期までは、徐々に書籍購入が進んでいった。そし
て、その書籍代の上昇が主要因となって、70年代前半の時期までは、書籍代を含む「修学
費」、つまり「書籍費・勉学費の計」が増加したものと推測される。ところが、「書籍代」
は、73年をさかいに、以後 2016・17年頃までは、顕著な減少に転じる。それを受け、
1970年代中頃以降、「修学費」あるいは「書籍費・勉学費の計」は、2015年までは、よく
ても横ばい、基調としては微減をつづけているとみなせる。しかし、『生協調査』をもとに
すれば、それは 16年に底をうち、その後 18年まで上昇に転じている。
2017～18年における「書籍費・勉学費の計」の上昇は、後に図 10でみる、大学生活の重
点における勉強志向の高まりと一致する。つまり、17～18年には、勉強志向の高まりが、「勉
学費」や「書籍費」の増大にまでつながったとみなすこともできる。しかし、これも後に図
10のところで詳述するように、大学生活の重点については、どの項目をみても 17・18年の
動きは、それ以前の推移の延長としては、幾分不自然な動向をみせている。だから、「書籍費・
勉学費の計」の 17～18年の増加は、それ以前のサンプルとの不連続性に起因する可能性も
否定できない。よって、『JASSO調査』の 18年度以降の数値の公表を待ち、それと照合す
るとともに、19年以後の『生協調査』の動向もあわせて、正確な判断を下す必要がある。
「娯楽し好費」もしくは「娯楽教養費」は、遅くとも 1970年代初めの時期以降、バブル
経済崩壊の影響が顕在化する 1992年頃までは、急増の一途をたどった。そして、それ以降、
1999年まで急減することは、『生協調査』・『JASSO調査』ともに一致している。しかし、
その後の 2013年頃までの動向は、『生協調査』と『JASSO調査』とで必ずしも一致しない。
具体的にいえば、自宅生については、その後一時的な上昇がみられる点では共通するもの
の、その上昇期は、『生協調査』では 2000～06年であるのに対し、『JASSO調査』では 08
～12年度になっている。このような差がなぜ生じたのか、そして、どちらの調査が実態を
正確に反映しているのかは、現段階では判断材料を持ち合わせていないので、ここでは以上
の指摘だけに留めておく。
しかし、正確には『JASSO調査』の 18年度以降の数値の公表を待つ必要はあるものの、
先述したように、かりに『JASSO調査』で 14年度から 16年度にかけて、「娯楽し好費」
に上昇がみられるとすれば、『生協調査』同様、2013年以降には、「娯楽し好費」もしくは
「娯楽教養費」は上昇に転じたことになる。冒頭で指摘したように、家計状況については、
2013年以降には上向きに転じる。13年以降に、「娯楽し好費」もしくは「娯楽教養費」が
上昇に転じているとすれば、この家計状況の好転を、基本的には反映した結果とみなせる。
「娯楽し好費」もしくは「娯楽教養費」が「遊び文化」への投資を表すとすれば、1992年
までは、景気・家計状況の上昇を受け、それへの投資が飛躍的に増大した時期であった。そ
して、一部の例外的期間を除けば、1993～2012年の時期は基本的には、景気・家計状況の
低滞を受け、それへの投資が激減した時期であった。さらに、13年以降の時期は、景気・
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家計状況の上向き傾向を受け、それへの投資がふたたび活発化しているとみなせる。
一方、「修学費」あるいは「書籍費・勉学費の計」を、「勉強・読書文化」への投資とみな
すと、2018年の上昇の真偽を先の理由で留保すれば、それは景気・家計状況にかかわらず、
1970年代前半から、一貫して減少、あるいはよくても横ばいをつづけていることになる。
つまり、学生生活費支出の動向からみるかぎり、70年代前半以降における「勉強・読書文
化」の衰退は明らかだといえる。
3. 読書時間
図 2で示したように、「書籍費」は、1973年をさかいに、以後、顕著な減少に転じてい
た。この意味で、学生生活費支出の動向からみる限り、「読書離れ」傾向は明らかである。
ここで別のデータを用いて、「読書離れ」の傾向を再確認しておこう。
図 4に示したように、大学生の 1日当たりの平均読書時間は、1971年には 108分だった
ものが激減し、2004年までには 29分と、ついに 30分を切ることになる。そして、06年の
数値が高ぶれしているとみなせば、09年の 27.4分まで減少をつづける。さらに、10年以降
の読書時間は、冊子体に限らず電子書籍を加えた調査になっている。この影響を受け、それ
以前の年に比べ、読書時間が増加した点を考慮すれば、17年までその減少は継続している。
しかもこの年には、電子書籍を加えてさえ、読書時間は 23.6分にまで縮小している。18年
には 30.0分と、10～15年水準までへの回復がみられるものの、読書時間を指標としても遅
くとも 70年代初めから、「読書離れ」が顕著な傾向になっていくことだけは確かである。
ところで、ここでの平均読書時間とは、正確にいえば読書時間の実額平均である。そし
て、それは、以下のように分解できる。
読書時間の実額平均=読書をしている学生の比率×読書時間の有額平均（読書をしてい
る学生だけを取り出した場合の平均読書時間）
=（1－読書時間が 0分の学生の比率）×読書時間の有額平均
図 4 1 日当たりの読書時間
図注）① 2009年以前は、「冊子の読書時間」。② 2010年以降は、電子書籍を含む読書時間。
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つまり、読書時間の実額平均は、読書時間が 0分の学生、つまり読書をしない学生の比
率に変化がなかったとしても、読書をしている学生だけを取り出した場合の平均読書時間
（読書時間の有額平均）が減少すれば、低下する。逆に、読書時間の有額平均に変化がな
かったとしても、つまり読書をする学生が昔と同じだけの読書時間を確保しているとして
も、読書をしない学生が増加すれば、やはり低下することになるのである。
それでは、図 4でみてきた、最近の読書時間の実額平均の低下は、①読書時間が 0分の
学生の比率の増加、②読書時間の有額平均（読書をしている学生だけを取り出した場合の平
均読書時間）の減少、のどちらが主たる要因になって進行したのであろうか。
①については、2013～17年の『生協調査』個票データを用いた、浜島幸司の緻密な分析
がある3）。浜島の関心は、どのような属性や特性をもった学生が、読書をしなくなったのか
といった点にある。しかし、最近の読書時間の実額平均の低下の要因を明らかにするために
は、②についても確認しておく必要がある。
『生協調査』のなかに読書時間調査が加わるのは、1987年からである。しかし、98～
2003年の期間には、その調査が中断され、04年から復活している。そこで、ここでは最近
の傾向として、04年以降の傾向をみていくことにしよう。
まず、図 5で、読書時間が 0分の学生の比率からみていこう。なお、この質問に対する
無回答の比率は、最低 0.9%から最高 8.8%とばらつきがある。そこで、ここでは、無回答
を除いた数を 100%、つまり母数とする比率をみていこう。なお、図 5では、参考として、
無回答を母数に含めた比率も表示しておいた。
図 5をみると、多少のばらつきは存在するものの、2006年以降、17年まで、読書をしな
い学生の比率は増加していることが分かる。具体的な数値を挙げておけば、06年にはその
比率は、35.1%にすぎなかった。それが、17年には 53.9%と半数を超えるまでに増加して
いる。そして、18年には 50.3%へと幾分減少するものの、半数以上の学生が読書をしてい
ない状況に変化はない。
図 5 1 日当たりの読書時間が 0 分の学生の比率
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報告書の公表データをもとにしたか、個票データをもとにしたかの違いにより、数値に微
小なズレはあるものの、13～17年の数値は、浜島の集計と一致している。
それでは、読書時間の有額平均（読書をしている学生だけを取り出した場合の平均読書時
間）には、どのような推移がみられるのであろうか。図 6に示したように、2004～17年の
期間には、49∓ 5.4分の範囲で増減を繰り返している。しかし、そこに有意味な傾向はみい
だせないことから、変動の幅が多少大きいとはいえ、ほぼ横ばいとみなしてよいと思われる。
ただし、2018年には、先の変動の範囲を超えた、幾分大きな増加がみられる。よって、
①の低下と、②の増加があいまって、図 4でみた、この年における平均読書時間（読書時
間の実額平均）の 30分台への復帰にまでいたる増加がもたらされたことになる。ただし、
後に詳述するように、『生協調査』は、17年までは郵送書留調査で行われていた。しかし、
18年から、インターネットで回答する方法に変更がなされた。図 4～6でみてきた、17年
から 18年にかけての読書に関する数値の変化は、そのような回答手段の影響によることも
考えられる。よって、18年を転機に、読書離れに歯止めがかかったとみなせるかどうかに
ついては、19年以降のデータが揃ってから、判断する必要があると思われる。
いずれにせよ、読書をしない学生が増加するなかで、読書をする学生は、読書時間を減ら
すことなく、一定の読書時間を確保している。この意味で、読書時間に関しては、学生は二
極分化傾向にあることになる。
4. アルバイトの従事率と収入額
つぎに、学生生活費収入の方に目を移そう。ここでは、とくにアルバイトの状況に焦点を
当ててみていくことにする。
最初に図 7で、臨時的なものを含む授業期間中のアルバイト従事率（正確にいえば、1ヶ
月の生活費収入に対する質問のなかで、アルバイト収入として 1円以上の額を記載した学
生の比率；以下、単に「授業期間中のアルバイト従事率」と呼ぶ）についてみていこう。
図 6 1 日当たり読書時間の有額平均
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それは、1963年から 67年にかけては、減少傾向にあった。さらに、下宿・アパート生
に関しては、73～76年に一時的な低下がみられる。しかし、『JASSO調査』（当時は『文部
省調査』）では、53～64年のデータが抜けているので、65年以降についてみると、授業期
間中のアルバイト従事率は、65年以降 92年まで、一貫して増加している4）。よって、両方
の調査を総合していえば、遅くとも 67年以降、基本的なトレンドとしては、授業期間中の
アルバイト従事率は、91・92年頃まで増加の一途をたどったことだけは確かだといえる。
しかし、バブル経済崩壊を受け、1992年以降 2004年までは、授業期間中のアルバイト従
事率は減少をみせる。それが、04年を底に 07年までは増加に転じるものの、07年をピー
クとして、08年に起こったリーマンショック、および 11年に発生した東日本大震災の影響
などをもろに受け、08～11年にかけて減少する。しかし、11年を底として、18年までふた
たび増加をつづける。総務省統計局『労働力調査』をもとにすれば、完全失業率は、1992
年から悪化し始め、03・04年頃に底を打つ。そして、その後 07・08年頃まで回復がつづく。
それが、09・10年頃にふたたび悪化し、11年から再度、好転に向かう。1992～2018年ま
での授業期間中のアルバイト従事率は、そのような雇用状況に連動した動きをみせている。
それでは、アルバイトによる収入は、どのように推移してきたのだろうか。図 8をもと
に、アルバイトに従事している学生だけを取り出したアルバイト収入金額、つまり有額平均
をまずみれば、1967年以降 92年まで、急増の一途をたどっていることが分かる。
つまり、この時期は、図 7でみてきたように、アルバイトをする学生が拡大したのみな
らず、時給単価の増加もしくはアルバイト時間の増大のどちらかというより、それら両方が
進展して、学生が得るアルバイト収入も増加した時期だったことになる。その結果、当然の
ことながら、アルバイトをしていない学生を含めたアルバイト収入（実額平均）も、1967
年以降、自宅生については 92年まで、下宿・アパート生については 91年まで、急増の一
途をたどることになる。
図 7 授業期間中におけるアルバイト従事学生の比率
図注）2018年については、無回答者の比率が、それ以前の年に比べ、10ポイントほど高かったので、この年の無回答者
の比率が、2017年水準であったものとして推計。
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しかし、アルバイト収入の有額平均は、1992年をピークに、バブル経済崩壊を受け、そ
の後 2005年までは、基本的には低下をつづける。そしてその後、05年を底に 07年まで一
時的に上昇した後、07年をピークに 11年まで減少に転じている。しかし、11年を底に 18
年までふたたび上昇をつづけている。
なお、『JASSO調査』をもとにすれば、『生協調査』における 2008～11年のアルバイト
収入の有額平均の減少は、時給の低下、もしくは時給の低い職種従事者の増加が原因になっ
ていることは明らかである5）。
いずれにせよ、2008～11年には、景気動向の悪化を反映して、アルバイトをする学生が
縮小したのみならず、アルバイト収入の有額平均も低下した。逆に、12～18年は、やはり
景気動向の好転を反映して、それら両方が増大した時期であった。それら 2つの現象が同
時に進行したことは、アルバイト収入の実額平均を示したグラフが、有額平均を示したグラ
フより、急勾配の傾きで上下していることからも明らかである。
それではここで、図 9によって、何を購入するためにアルバイトをしているのか、といっ
た点をもとにして、学生の消費志向を確認しておこう。
「車・バイク」の購入、「大型商品」の購入、「旅行やレジャー」の費用捻出を目的とする
アルバイトは、いずれも 1990年から 91年にかけて増加し、91年をピークとして、それ以
降は減少に転じる。その後、「車・バイク」の購入のためのアルバイトは、現在（2018年）
にいたるまで、一貫して減少している。また、「大型商品」購入のためのアルバイトについ
ては、その低下は 2007年までつづき、08年以降は 2.2%∓ 0.6ポイントの範囲で変動する
形での、横ばい状態に落ち着く。これに対し、「旅行やレジャー」費用捻出のためのアルバ
イトは、03年まで減少した後、下げ止まりをみせ、04～12年までは横ばいもしくは微増を
つづける。しかし、13年以降にはトレンドとしては大きく増加している。
図 8 アルバイト収入額（月額）
図注）①有額平均は、全学生の平均アルバイト収入額を、アルバイト就業率で除して算出。
② 1974年以前のアルバイト収入額には、定職収入も含まれている。
③各年の数値は、2015年の消費者物価指数をもとにした円価格に換算してある。
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2000年代中頃以降に大学生になった世代は、バブル経済崩壊後の長期不況の時代しか知
らない世代になる。「嫌消費」世代、あるいは「さとり世代」と呼ばれる、この世代は、た
とえば若者の「車離れ」・「海外旅行離れ」という言葉などに典型的に表れているように、大
型消費を避ける傾向が顕著にみられるという6）。
図 9の結果をもとにすれば、「車・バイク」、「大型商品」などの大型消費を避ける傾向は、
現在までつづいているといえる。しかし、「旅行やレジャー」については、遅くとも 2012
年までは、同様の傾向がみられるものの、家計状況が好転する 13年以降には、それに海外
旅行がどの程度含まれるかは不明とはいえ、90年代初めの時期と同水準の 30%に復帰する。
「授業料」を充填する目的のアルバイトについてもみておけば、1990～2000年のあいだ
は横ばいをつづけていたものが、01～03年には増加し、その後 03～11年の期間は横ばい
もしくは微増状態に落ち着く。しかし、景気回復が進展していく 12年以降は、微減している。
5. 学生生活における重点の推移
『生協調査』では 1982年以降、学生たちが大学生活のなかで、どのような活動に重点を
おいているのかを、継続的に調査している。そこで、それをもとに、学生たちの意識の面
で、キャンパス文化の重点がどのように推移してきたのかを、図 10でみてみよう。図は見
やすさを考慮して、3つに分割表示してある。
なお、図 10のどの項目をみても、2017・18年の動きは、それ以前の推移の延長として
は、幾分不自然な動向をみせている。その原因は、以下の点に求められる。
第 1に、『生協調査』は、17年までは郵送書留調査（ただし、一部は手渡し）で行われて
いた。しかし、2018年からは郵送またはメールで依頼し、インターネットで回答する方法
に変更がなされた。
第 2に、2017年については、全国大学生活協同組合連合会の調査担当者に問い合わせた
結果、翌年からの「Web」調査への移行を睨んで、従来の「紙」調査と併行して、「Web」
調査も試験的に行うことになった。それにともない、つぎのような変更がなされたという。
図 9 アルバイト目的
図注）選択肢の中から2つ選択。
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図 10 学生生活の重点
図注）①図示した項目のほか、「何となく過ぎていく生活」も、選択肢の一つとなっているが、ほぼ毎年、5%前後の水準で、
変動はみられなかったので、図では割愛してある。
②「アルバイト･貯金」が選択肢のなかに加わるのは、1983年からである。
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「紙」調査でも、いくつかの質問項目については、選択肢の基本的内容や順番は変更しな
かったものの、それぞれの選択肢の文を短くするなど、18年調査に実際に反映されている
ような変更を行った。その影響で、17年以降の調査では、選択肢に関して回答者の受ける
印象が変わった可能性がある。なお、報告書で公表している集計結果は、「紙」調査の集計
分だけで、「Web」調査分のデータは含まれないので、この年の集計結果に調査方法変更の
影響は出ないはずだ、ということであった。
今回程度の選択肢の多少の文言変更のみの影響で、これだけ大きな趨勢変化が現れるかど
うかは別にしても、図 10に関する以下の 2017・18年の動向の記述については、いずれに
せよ大きな限界をもつものであることだけは、あらかじめとくに断っておきたい。
5.1. 「アルバイト」志向
「アルバイト（・貯金）」重視派の比率は、1985年以降 95年まで、上昇をつづけていた。
それが、勉強志向の急増に呼応するように、96～99年のあいだには、横ばいに転じる。し
かし、2000年に一挙に急落し、それ以降 12年まで横ばい状態をつづける。そして、その
後 13年以降はトレンドとしては上昇傾向にある。とくに 17年以降の上昇が目立つ。
アルバイト志向が、2000年に急落した原因については、よく分からない。しかし、その
13年以降の上昇に関しては、「日本学生支援機構（貸与）奨学金離れ」の影響が考えられる。
『JASSO調査』をもとにすれば、①日本学生支援機構（JASSO）奨学金受給率は、「きぼ
う 21プラン」が導入された直後の、2000年度以降、12年度までは基本的には急増してい
た。さらに、JASSO奨学金収入額に関していえば、②有額平均、③実額平均のいずれをみ
ても、やはり 12年度まで急増傾向がみられた。ところが、13年初めには、日本弁護士連合
会が開始した奨学金返済問題に関する電話相談の内容が、地方紙を含めて相次いで報道され
ることになった。とくにこれを契機に、この年には、JASSO奨学金の長期滞納者が、日本
学生支援機構の回収スキームのもとで、いかなる苦境に陥る可能性があるのかといった問題
が、社会により広く知れわたるようになる7）。その影響を受け、14年度には、①～③のいず
れもが減少に転じ、最新のデータがえられる 16年度にもひきつづき低下している。
つまり、2014年度以降には、「JASSO（貸与）奨学金離れ」が進行していった。そして、
それによる学生生活費収入の減少分を、アルバイト収入の増加で補填する傾向が顕著になっ
た8）。その傾向が、13年以降におけるアルバイト志向の上昇に、影響を与えた可能性が示唆
される。
5.2. 「部活動・サークル」志向と「趣味」志向
「部活動・サークル」重視派の比率は、1986～88年には減少傾向にあった。それが 88年
に底を打ち、その後 93年まで上昇をつづける。ところが、この年をピークとしてバブル経済
崩壊後の長期不況の影響を受け、2000年まで大きく衰退する。そして、その年に底を打った
後は、トレンドとしてみれば、13年までふたたび増加傾向をみせる。しかし、13年をピー
クとして、その後は 16年まで低下している。ところが、17年には急増をみせ、18年には横
ばいで推移している。
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以上の傾向は、2017・18年の動向を例外とすれば、実際のサークル加入状況の推移と一
致している。図 11は、サークルについて、①現役加入率、②過去の加入者の比率、③今後
加入予定者の比率を、示したものである。
ここで、①、① +②、① +② +③の、どの比率でみても、サークル加入状況は、1993年
までは上昇傾向にあったものが、その後、2001年もしくは 02年頃までは大幅に減少し、
その後ふたたび増加し始めたことが分かる。しかし、16年をピークに減少に転じ、18年に
いたっている。こうしてみると、「部活動・サークル」重視派の比率についても、17・18年
の数値には注意を要する必要のあることは、明らかといえる。
つぎに、図 10にもどって、「部活動・サークル」志向との関係で、「趣味」志向について
もみておこう。
1996年前後の年頃から 2000年にかけては、両方の重視派の比率がともに低下している。
逆に、05～14年の期間にはともに上昇している。しかし、以上の期間を例外とすれば、
「サークル」志向が上昇・低下すれば、「趣味」志向が低下・上昇する、という反比例的な関
係がみられる。具体的にいえば、1985～88・89年頃までの期間、93～95年の期間、2014
～16年の期間には、サークル志向の衰退に呼応するように、趣味志向の上昇がみられる。
逆に、1989～93年の期間、2001・02頃～05年の期間、および 2017年には、サークル志
向の高まりに呼応するように、趣味志向の低下がみられる。
個人的な「趣味」の輪を広げ、仲間を集めて組織化・団体化したものが「サークル」であ
る。このように考えれば、図 10にみられる「趣味」重視と「サークル」重視の盛衰の反比
例関係は、趣味における個人主義志向（「おたく化」）と、友人仲間との共同活動志向とのあ
いだの揺れを表しているにすぎない現象だ、との見方も可能であるといえる。
5.3. 「豊かな人間関係」志向と「ほどほど（に組み合わせた生活）」志向
1980年代後半頃から、「（よき友を得たり）豊かな人間関係（を結ぶこと）」重視派の比率
が、減少を始める。それに対応するかのように、「（特別に重点をおかず）ほどほど（に組み
図 11 サークル加入状況
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
1
9
8
0
1
9
8
1
1
9
8
2
1
9
8
3
1
9
8
4
1
9
8
5
1
9
8
6
1
9
8
7
1
9
8
8
1
9
8
9
1
9
9
0
1
9
9
1
1
9
9
2
1
9
9
3
1
9
9
4
1
9
9
5
1
9
9
6
1
9
9
7
1
9
9
8
1
9
9
9
2
0
0
0
2
0
0
1
2
0
0
2
2
0
0
3
2
0
0
4
2
0
0
5
2
0
0
6
2
0
0
7
2
0
0
8
2
0
0
9
2
0
1
0
2
0
1
1
2
0
1
2
2
0
1
3
2
0
1
4
2
0
1
5
2
0
1
6
2
0
1
7
2
0
1
8 年
加入していな
い
現在未加入･
今後も加入し
ない
現在未加入･
今後加入した
い
以前加入して
いた
加入している
40
合わせた生活）」重視派の比率が増加しだし、96年以降にはついに、「ほどほど」が「豊か
な人間関係」を上回るようにさえなっている。
多くの若者論・青年論をもとにすれば、80年代は「新人類」の時代、90年代は「おた
く」・「新・新人類」の時代であり、若者のあいだに個人主義化の傾向が加速していった時期
だとされる。つまり、自分の殻に閉じこもるのみならず、親しい友人同士でもお互いを傷つ
けないように、距離をおいた人間関係を維持することに努める傾向が増していった、とされ
るのである。そのような風潮のなかで、交友関係を含めて、何事にも適当な距離をおいて接
し、そこそこには付き合うけれども、そのどれにも本気・夢中になれない大学生が、この時
期には増えていったものと推測される。
そして、「ほどほど」志向は、2002・03年における落ち込みを例外とみなせば、12年ま
で 19～23%の範囲で、ほぼ横ばい状態を維持しているといえる。ただし、12年を転機とし
て以後、衰退を始め、とくに 17年以降には激減傾向がみられる。一方、「豊かな人間関係」
志向は、15・16年頃まで衰退の一途をたどっている。しかし、それは、これらの年頃を底
にその後、急増をみせている。そして、13年以降における「ほどほど」志向の衰退とあい
まった結果、1995年以前と同様に、ついに 18年には、「豊かな人間関係」が「ほどほど」
をわずかとはいえ、再度、上回ることにさえなっている。ただし、ここでも、2017～18年
における「ほどほど」・「豊かな人間関係」志向の動きについては、現段階では留保が必要で
ある。
いずれにせよ、こうしてみると、家計状況が悪化すれば、「ほどほど」志向が繁栄し、「豊
かな人間関係」志向は衰退する。家計状況が上向きになれば、その逆の関係がみられること
が示唆される。
5.4. 「勉強」志向
「勉強（や研究）」重視派の比率は、1995年まで、微減もしくは横ばいを続けていたものが、
この年を転機に、2006年まで急増している。そして、1998年以降は、「豊かな人間関係」
に替わって、トップの座に躍り出ている。ただし、07年には、その原因はよく分からない
ものの、一時的に急落している。そして、17年の比率が異常に高ブレしているとみなせば、
07年を起点としてふたたび増加をみせ、現在にいたっている、とみなすことができる。
不況が進むと、たとえば良い大学成績をそろえることによって、少しでも就職活動を有利
に運ぼうとする意識などが働き、学生たちは遊び文化から撤退し、勉強文化に向かう傾向が
強まると推測される。しかし、就職状況については、2000年代初め～08年の時期、および
遅くとも 13年以降 18年までのあいだは、上向き傾向がつづいた。にもかかわらず、図 10
をみれば明らかなように、勉強志向はどちらの時期にもトレンドとしては上昇している。
そこで、就職状況と勉強志向の関係を詳しく分析すると、1996年以降の時期には、雇用
状況の悪化や好転の影響を超えて、勉強志向の高まりをもたらすような、何らかの要因が新
たに出現した可能性が高い9）。その要因と考えられるのは、いわゆる大学生の「生徒化」現
象である。近年の大学生は、高校時代の延長として受け身の姿勢で、授業にはまじめに出席
し、宿題や課題にも取り組むものの、読書などをとおして主体的に学習することは少なく
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なってきている。このような大学生の「生徒化」現象こそが、1996年以降の時期における
勉強志向の高まりをもたらす、大きな要因になっているものと考えられる10）。
6. まとめ
民間企業サラリーマンの 1年勤続者（1年を通じて勤務した給与所得者）の賞与・手当を
含む給与年収をもとにみた場合の家計状況についていえば、1997年以降 2012年までは、
基本的には低下傾向にあったものが、この年を底に、その後は増加に転じ、現在（18年）
にいたっている。また、授業期間中のアルバイト従事率のみならず、アルバイト収入額も、
12年以降、現在にいたるまで増大をつづけている。
以上のような経済状況を反映して、「娯楽教養費」・「娯楽し好費」が、「遊び文化」への投
資を表すとすれば、1993～2012年の時期は基本的には、景気・家計状況の低滞を受け、そ
れへの投資が激減している。これに反し、13年以降には、景気・家計状況の上向き傾向を
受け、それへの投資がふたたび活発化している。この意味で、13年以降には、1990年代前
半期以来の「遊び文化」の復活がみられるといえる。
しかし、支出動向ではそのような傾向がみられるとしても、大学生活の重点に関する学生
たちの意識の面でみた場合には、「勉強」志向は、1996年以降も衰退しているわけではな
い。近年の大学生は、高校時代の延長として受け身の姿勢で、授業にはまじめに出席し、宿
題や課題にも取り組むなどといった、「まじめ」化傾向が強くなってきている。このような
大学生の「生徒化」現象こそが、96年以降の時期における勉強志向の高まりをもたらす、
大きな要因になっているものと考えられる。
ただし、大学生の「生徒化」が、不安定就労を含めた就職難意識をもとにした「就職至上
主義と強く結びついた勉学重視」・まじめ化傾向といった側面が強いとすれば 11）、近年にお
ける「勉強・まじめ」文化志向の高まりも、バブル経済崩壊以前の高成長の時代と異なり、
低成長を抜け出せない点とあわせて、雇用・経済状況の影響を強く受けている現象とみなす
こともできる。
なお、本論では、大学生の学生生活費支出・収入を中心とする、全国規模で、しかも長期
間にわたって継続的に行われてきた主要な調査として、『生協調査』と『JASSO調査』の 2
つのデータを対比して、学生生活の動向をみてきた。しかし、単年度における数値の上下は
サンプル誤差等の問題として無視できるとしても、たとえば「娯楽教養費」・「娯楽し好費」
の 2000年以降の動向のように、長期トレンドでみても異なる趨勢を示す期間も存在した。
どちらの調査の動向が実態に即しているのか。とくにこの種の点に関する検討は、今後の重
要な課題になることだけ、最後に付記しておきたい。
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